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被災地の復旧・復興については、阪神・淡路復興対策本部が設置され、4月28日、阪

神い淡路復興委員会の意見を踏まえて「阪神・淡路地域の復旧・復興に向けての考え

方と当面溝ずべき施策」を決定し、復旧・復興のために当面必要な施策が講じられて

きた。また、7月28日には、「阪神・淡路地域の復如こ向けての取組方針」が決定され、

今後、生活の再建、経済の復興及び安全な地域づくりを基本的課題として被災地の復

興に取り組んでいくこととされた。なお、これませに、16本の特別立法措置が請じら

れたほか、6年度2次補正、7年度1次補正及び2次補正におせ、て、大震災等に対応

す手ために必要な経費が追加されたところである。

（3）東京一極集中の是正・全国的視野にたった分散型国土構造の形成

東京は、我が国の首都である′と同時に経済の中心地でもあり、政治、行政や金融・

情報等に関する中枢槍能が集中している0このため、ひとたび首都圏において災書が

発生すると、日本の政治・経済は大きな打撃を受け、国民生活も大きな影響を被るこ

ととなる。したがって、まず、首都圏における都市の防災構造化をはじめとした各種

防災対策を推進する。さらに、東京一極集中の是正・分散型国土構造の形成は、良好

な住宅・都市環境の確保、職住近接の実現という平常のくらしの観点に加え、災害に

ょる経済的・社会的ダメージを最小限なものにとどめ、国民が安心して暮らせる社会

を構築するという観点からも重要である。このため、「国会等の移転に関する法則に

基づく新首都の建設等首都梯能の移転について積極的な検討を進めることを含め・そ

の一層の推進を図る。

（4）今後発生が予想される災害への取組み

我が国は災害列島であり、今後とも、大規模な災書が発生することが予想される。

特に震災対策については、あらかじめ、以下のような施策を溝ずる必要がある。

①発災時等における情報の収集及び伝達の徹底・充実

発災時の情報の収集・伝達は・その後の災害対策を大きく左右する重要な要素

であることから、防災無線の充実掛声より、被災状況、災害規模等に関する情報

の迅速な収集、災害情報の官邸等への迅速な伝達を図るとともに、災害対策に係
J

る指示の一元化を図る。また、パブリック・メッセージ等災害に関する広報の充

実に努める。さらに、情報伝達手段についても、通信衛星等による無線ネットウ

ークやパくソコンネットワークを活用するなど∴その多様化を図る。
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②　災害救助

災審救助においては発災後3日以内の人命救助活動が特に重要であると指摘さ

れていること等を踏まえ、防災関係機関の役割分担の閏確化、連携の強化を図る。
J

また、地域において、食料、飲料水等の備蓄の充実を図る。さらに、災書時の行

政活動には限界があることから、応急手当に関する知識の普及等により、国民の

自主防災能力を向上させる。

③　ボランティア活動への行政の支援

災害時におけるポラどティア活動は日常のボランティア活動の集積であること

から、日常のボランティア活動を支援する。また、災害時における適切な官民連

携、公的施設の積極的な提供、募金等によるボランティア活動の運営資金の援助

の促進等により、災害時におけるボランティア活動を支料する。さらに、ボラン

ティア団体の組織化、ネットワーク化等により、災害時におけるボランティア活

動の一層の円滑化を図る。

④　災害復旧・復興

被災者の生命、生活を守るために昼、ライフラインや公共施設等の早期復旧を

含む被災市街地の迅速な復旧・復興が不可欠であり、国等はそれに十分な呵慮を

払う。

⑤　国土構造．

幹線交通網・情報通信鯛の整備を進め、大都市圏に集中した人口十槻能を分散

することにより、経済的、社会的なリスクの軽減を図り、災零につよい国土構造

を構築する。また、国土構造の形成に当たっては、各種ネットワークシステムの

多重化を一層進めるとどもに、ゆとりをもたせた構造、いわゆるリダンダンシー

め発想の導入を行う。、

⑥　災害に強いまちづくり

災害に強いまちづくりを推進するため、既存の構造物に係る耐震性の点検・補

強、新設の構造物に係る耐震性の確保、耐震基準の整備、老朽建築物の建替え促

進等を図る。また、防災拠点としての防災安全街区、貯水槽・備蓄倉庫等を備え

た都市公園、延焼防止・避難・東急物資輸送に必要な幅員の広い幹線道路や緩衝

緑地等の整備を、住民の意見を取り入れつつ進める。さらに、ライフライン共同

収容施設としての共同草・電線共同溝の整備を、各種ライフラインの特性等を勘

案し、各事業者と雨聾を図りつつ進める。加えて、地震保険の活用・充実を図る。
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⑦　防災マニュアル

国等において、大地震等による被害想定の見直しや、防災基本計画、防災業務

計画、地域防災計画の見直しを行うとともに、自治体相互間の広域応援体制を確

立する。また、民間企業等において、特iこ通信・物流等の確保に留意しつつ、東

急時の対策マニュアルの策定、見直しを促進するこさらに、国民個々の自主防災

を支援するため、国等において、自主防災マニュアルの作成やその充実を図る。

⑧　国際協力

医師団や救援物資、救助犬などの海外からの莱技について、被災地のニーズに

合った受入れを迅速に実行できるようなシステムを整備する。

⑨　地震予知の調査・研完等

詞査．・研究の充実や観測施設の整備等により災害予知能力を向上させるととも

に、防災対策に関する研究開発を推進する。

5．清資生活の充実のための内外価格慈是正・．婦中

（1）内外価格差是正ノ・碑小の基本的な考え方

我が国は、名目所得が世界で最も高い国の一つとなったが、＿物価水準か他の諸国と

比較して割高であり、名目所得の高さほどをこは生活の豊かさを感じることができない。

内外価格差を早急に是正・縮小し、消費者の多様な選択の幅を拡大し、国民に豊かさ

をもたらす必要がある。

食料品、衣服・履物、家賃・水道・光熱費、交通・通信なとの消費ウエイトが高い

ものについては大きな内外価格差があり、家計の行う最大の投資である住宅建設につ

いても大きな内外価格差が存在する。これは、国際競争にさらされているごく一部の

輸出産業のみが国際的な水準の生産性を持つのに対して、’サービスなどの国際競争に

さらされていない産業の生産性が、規制や競争制限的な民間慣行等によって他の先進

国に此べて低くなっていることなどにより価格が高くなっているからである。

消費者の利益のために、、このような低生産性部門の生産性を上昇させ、内外価格差

を是正・縮小することが必要であ・る。

（2）内外価格差是正・縮小のための施策∴

①・規制緩和の推進
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規制緩和を推進することにより、競争を活発化し、生産性の低い分野の生産性

を上昇させ、内外価格差を是正・縮小する必要がある。、規制緩和政策の推進にあ．

たっては、「規制緩和推進計画」を踏まえ、以下の原則で行う。

経済的規制については、原則自由・例外規制を基本とする。競争的産業におけ

る需給調整の観点から行われている参入・設備規制等については、事業の内容・

性格等を勘案しつつ、廃止を食め抜本的に見直す。また、社会的規制については、

技術革新等の進展に伴いその意義、必要性が薄れてきたものもあるので二不断に

見直しを進め、本来の政策目標に沿った必要最小限なものとすることを基本的な

考え方とする。規制緩和策を計画的に推進するとともに、定期的にその見直しを

行い、改定する。規制の新設は必要最低限度にすることを基本方針とし、原則と

して当該規制を一定期間経過後に見直すこととする。

地方公共団体においても、国・地方を通じる規制緩和の推進の鶴亀から規制の

見直しを進めることが重要である。

なお、安全・健康の確保、環境の保全等の社会的規制等の観点から、どうして

も規制等が必要な場合もあるが、その場合にも、必要以上に新規参入等による競

争を阻嘗することのないよう、直接的規制等の手段を選択すrるなど、可能な限り

競争ポ行われるような環境を整備する。その際、特にその必要性が認められるも

の以外については、朗吟国際的整合化を因ることも重要である。

また、規制緩和のためには、企業、消費者の自己責任原則の確立か重要である。

②　競争政鹿の積極的展開

公正かつ自由を競争を十層促進すること止より、我が国市場をより競争的かつ

開かれたものとし、また、規制緩和後における市場において兢争制限的行為が行

われることのないよう、独占禁止法の厳正な運用を行うなど兢争政策の積極的展

開を図る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

事業活動等に対する規制制度をもつ産業において、事業者団体が、各事発音の

事業計画等の申帝に関して事業者団体との協議が必要であることとし、協餞を経

た上で各事業者に申請させることがある′。このような公的規制に関連した違反行

為を含め事業者団体による独占禁止法違反行為の未然防止の徹底を図る。

個加法による独占禁止法の適用除外カリレテル等制度については、平成10年度末

までに原則廃止するという観点から見直しを行い、平成7年度未までに具体的結

論を得る。
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再販売価格維持制度については、これまでの指定品目の範囲の縮小後の

の調査を行い、平成10年3月末までに全ての指定品目（一般用医薬品14品目

売価椿が1，030円以下の化粧品14品目）について、取消しのための所要の手

実施を図る。医薬品については、現行指定晶如こ開し、上記調査を行い、詞

結果を踏まえ、一平成8年度中に指定取消しのための手親を実施する。また、

通用除外が認められている著作物（書轟、雑誌、新開、レコード鼠音楽用

プ及び音楽用CD）について、平成10年3月未までに、その範囲の限定・明確化

図る。

競争政策の徹底を図り、公正な競争を確保する観点から、公正取引委員会の

織、人員等の面で体制を強化する。・・

③　適切な公共料金政策

公共料金等価格規制については必要最小限のものとしつつ、低廉で良質なサー

ビスの確保を図るため、競争的環境の整備、経営の効率化等の推進に併せ、事業

の内容・性格等を勘案しつつ、価格設定の在り方の検討、料金の多様化、弾力化

を推進する。

また、速やかに円高差益還元を図る。

⑧　輸入・対内直接投資の推進

輸入の促進や対内直接投資の拡大による競争を促進させる観点から、市場開放

措置や輸入促進地域、輸入関連インフラの整備、我利、金融上の措置等の輸入促

進支援策を実施するとともに、我が国の高地価等の対内直接投資阻審要因や競争

制限的な慣行等の輸入阻害要因の是正に努める。また、対内直接投密を行う外国

企業等に対し、事業展開や資金調達の円滑化等を目的とした税制、食敵等畢こおけ

る政策的支援等を行い、積極的な広編の展開、情報センター機能の充実などの情

報提供を積極的に行う。さらに政府調達にろいては、より一層透明かつ公正な手

段により内外無差別の調達を行うため、手鏡きの改善や情報提供の改善等累次の

アクション・プログラム等を確実に実施するとともに、平成8年1月1日発効予

定の新政府調達協定の実施年こ努める。

③　合理的な商慣行と瀾費者行動

再版価格維持制度によるものを含めメーカーが小売価格に関与しようとする民

間慣行は価格形成の伸縮性を阻寄し、価格を割高で硬直的なものとする傾向があ

った。またこれは二品質や業態による価格差を生み出しにくく価格選択の幅を狭
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くするため、日本人の消費者行動に、外国に比べ価格感応度が帆品質、晶櫛

ぇ、プラン伸一ジ等を重射るという傾向が鵬される卵の一つとなって

いる。これがコストを上昇させ、内外価継の一因になってきた。

この鰍規制脚等を促酎ることによ。、静制脚な民間慣行が是正さ

れ、肺脚的な消費者欄が欄となるような環境整備を図る。また、コスト

細や脚の針等を含めた広範な内外価格差調査及び卵柵を実施し、そ

の綿を規制緩和の牌こ醸させるとともに、調査結果の適宜適脚表等に

ょる情報の一層の緋を行うことにより、脚差をなくし・事業者、梢脚

会理的な行動を促進する。

寧・地域の多雛に応じた社会環境等の整備

川施策の基本的な考え方

首都圏は、今後とも鯛を憾する帥として発展していく脚ある楓過度

の集中輔歪み掴く、豊かな国民生活の観点鯨その是正に大きな努力を払

ぅ必要がある0高い地価・畢・高・狭の住宅楓長距眺し、、激し相雑が酎通

勤・通学潤な鯛渋滞、行きづまりをみせるごみ鯛問題等に直臥ている。さ

らに、近時瀾都区脚ほとんどの地域で・高い地価や生活環境の如齢軌

て、人口減少や牒洞化現象がみられるようになってきている。このように、首都圏

の脚多げ、多大な時間コストと地価コ芥トを鯛に負捜してお。、さらに、既

存の社会資本ストソクの遊休化の面い綿されている。

このため、首都齢的移転及び地方腺分散雛よる柵脚選別欄化に加

ぇ、既成絹地の整備や離誹を可能とする住宅供給、コミュニティの確保等によ

りバランスのとれた国民生活の実現を図る必要がある。

一方、その他の都市圏の国民生活については、近時、所得、物価、楓地価等を

含む齢的班括水準の観点から、東京・地方の格差が縮欄向にあることがう碑

ゎれる脚あるe今後は、これを助長し、国民が要射る地方定住を可能とし、推

進するため牒業齢の患離脚棟能鯛上等を図りつつ、地域の自画卵

統・文化を括れてゆとりとうるおいゐある地方生活の享受を確保する必要がある。

また、農山漁村については、、住宅や自然環境等の面では恵まれてい岬就業齢

瀾礎的な生活財基盤等の面では都市軸ペ立ち遅れてお。、特に中山間地城にお

－311－


